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Ⅲ 介護保険サービスの必要量と保険料の設定等  

 

１．介護保険サービス必要量の算定の手順 ☆ 

 

第７期計画期間（平成 30（2018）年度～平成 32（2020）年度）における第１号被保

険者の介護保険料については、国の地域包括ケア「見える化」システムの将来推計機能

を活用しながら、以下の手順に沿って算出します。将来推計機能は、第６期計画期間の

介護事業状況報告に基づき、第７期介護保険事業計画におけるサービスの見込み量及び

保険料基準額を設定する手順となっています。 

 

（１）将来推計の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来の被保険者数 

要介護
認定者数

施設・居住系サービス 
利⽤者数 

在宅サービス対象者数 
（要介護認定者数から施設・居住系
サービス利⽤者数を除いた数） 

・・・・・ 

通所介護訪問介護

在宅サービス
利⽤者数 

※施設サービス⇒介護⽼⼈福祉施設、介護⽼⼈保
健施設、介護療養型医療施設、地域密着型介護
⽼⼈福祉施設⼊所者⽣活介護 

※居住系サービス⇒特定施設⼊居者⽣活介護、認
知症対応型共同⽣活介護、地域密着型特定施設
⼊居者⽣活介護 

※在宅サービス⇒訪問介護、訪問⼊浴介護、訪問
看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理
指導、通所介護、通所リハビリテーション、短
期⼊所⽣活介護、短期⼊所療養介護（⽼健）、短
期⼊所療養介護（病院等）、福祉⽤具貸与、特定
福祉⽤具購⼊、住宅改修、介護予防⽀援・居宅
介護⽀援、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、
夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、
⼩規模多機能型居宅介護、看護⼩規模多機能型
居宅介護、地域密着型通所介護 

☆：基本指針の市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項／市町村介護保険事業計画の基本的記載事項 
○：基本指針市町村介護保険事業計画の任意記載事項
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（２）サービス必要量算出の手順 

保険料算出の根拠となる介護給付等対象サービスの見込みの検討（ステップ１～ステ

ップ４）を行います。 
  

■ 介護給付等対象サービスの見込量の推計手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆ステップ１ 被保険者及び要支援・要介護認定者数の推計 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  （ステップ３へ）

将来人口の推計 

基準年（H28（2016））総人口 

総人口（実績）の推移 

要支援・要介護認定率の設定 

被保険者数（40 歳以上）の実績 

要支援・要介護認定者数（実績） 

◆ステップ２ 施設サービス・居住系サービスの利用者数の推計 

 

給付

実績 

 

 

 

施設サービス利用者見込み

の設定 

居住系サービス利用者見込

みの設定 

要支援・要介護認定者の推計 

介護療養型医療施
設の転換の影響
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14

※施設サービス利用者＝介護保険三施設及び地域密着型介護老人福祉施設利用者 

 居住系サービス利用者＝認知症高齢者グループホーム利用者及び特定施設利用者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ステップ３  

居宅サービス等利用者数 

予防給付（介護予防サービス・地域密着型 

介護予防サービス）・介護給付（居宅サービ 

ス・地域密着型サービス（居住系サービス等 

を除く））の利用者数の推計 

介護予防サービス・地域密着型介護予防サ

ービス・居宅サービス・地域密着型サービ

ス利用対象者数の推計 

 

○居宅サービス利用対象者数 

＝要支援・要介護認定者－（介護保険三施設利

用者数＋地域密着型介護老人福祉施設利用者

数＋居住系サービス利用者数） 

給付実績 

 

 
各サービス別利用者１人あたり 

利用回数・日数の設定 

各サービス見込量（年間）の推計 

 

○各サービスの見込量（年間） 

＝サービス利用者数×各サービスの利用率 

×各サービス別利用者１人１月あたり利用回

数×12 月 

各サービスの供給量見込み（年間）の設定 

◆ステップ４ 総給付費の推計 

総給付費の推計 
 
○総給付費＝施設サービス等の利用者数見込み×サービス利用１月あたり給

付額×12 月＋居住系サービス利用者数見込み×サービス利用１月あたり給

付額×12 月＋各介護予防サービス等／居宅サービス等の供給量見込み（年

間）×サービス利用１回／１日あたり給付額＋その他の給付費（居宅介護支

援費、介護予防支援費、地域支援事業に係る費用等） 

◆ステップ５ 保険料の推計 

第１号被保険者の保険料額の推計 

※居宅サービス等利用者数とは、居

宅サービス及び地域密着型サー

ビス（居住系サービスを除く）の

うちいずれか１種類以上のサー

ビスを利用する実人数 

各サービス利用１回／１日あたり給付額

の算出 
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（３）将来人口等の推計（ステップ１） 

ここでは、今後の高齢者介護のあり方を検討するため、その基本条件となる平成 30

（2018）年～32（2020）年度、及び将来を見据えた平成 37（2025）年度の高齢者人口、

要支援・要介護者数の推計を行います。 

 

■将来人口等推計の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推計にあたっての条件設定と推計人口の算出】 

○基準年を平成 28（2016）年 10 月１日として算出しました。（総人口は 114,012 人、65 歳

以上人口は 19,934 人、高齢化率は 17.5％） 

○第６期計画と同様にセンサス変化率法による推計を行いました。推計の際には、平成 26

（2014）年～28（2016）年（３年間・２区間）の１歳階級別・男女別人口を活用し、そ

れぞれ変化率の平均値を用いています。 

 

■将来人口の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１歳階級別・男女別人口変化率 
平成 26-28 年変化率平均値 

基準人口：平成 28(2016)年（10 月１日）現在の１歳階級別・男女別人口 

要介護度別認定率 

近年の認定率の平均 

要介護度別要介護認定者数の推計（平成 30(2018)～32(2020)年・37(2025)年） 

将来人口推計（平成 30(2018)～32(2020)年・37(2025)年） 

実績値

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

55,643 54,758 53,905 53,059 52,277 51,517 50,794 50,053 49,290 48,580 47,920 47,341 46,836

38,435 38,369 38,321 38,227 38,121 38,072 37,960 37,844 37,724 37,582 37,309 37,061 36,601

19,934 20,810 21,595 22,384 23,032 23,584 24,123 24,660 25,184 25,656 26,178 26,550 27,038

10,347 10,797 11,239 11,681 12,280 12,869 12,938 12,803 12,768 12,610 12,529 12,356 12,365

9,587 10,012 10,356 10,703 10,752 10,715 11,184 11,857 12,416 13,046 13,648 14,194 14,673

114,012 113,937 113,821 113,670 113,430 113,173 112,877 112,556 112,198 111,818 111,406 110,951 110,475

17.5% 18.3% 19.0% 19.7% 20.3% 20.8% 21.4% 21.9% 22.4% 22.9% 23.5% 23.9% 24.5%

推計値

40～64歳

65歳以上

　65～74歳（前期高齢者）

　75歳以上（後期高齢者）

総人口

高齢化率

0～39歳
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ケース１

ケース２

ケース４

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

H27
2015

H28
2016

H29
2017

H30
2018

H31
2019

H32
2020

H33
2021

H34
2022

H35
2023

H36
2024

H37
2025

65歳以上（人）

推計

【参 考】 

○総人口の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○65 歳以上の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ケース１と３は不採用 

ケース１：平成 27-28 年変化率 
◎ケース２：平成 26-28 年変化率 

ケース３：平成 25-28 年変化率 
◎ケース４：平成 24-28 年変化率 

第６期で算出した値 

ケース１：平成 27-28 年変化率 
◎ケース２：平成 26-28 年変化率 

ケース３：平成 25-28 年変化率 
◎ケース４：平成 24-28 年変化率 
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ケース２：前期高齢者

ケース２：後期高齢者

ケース４：前期高齢者

ケース４：後期高齢者

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

H27
2015

H28
2016

H29
2017

H30
2018

H31
2019

H32
2020

H33
2021

H34
2022

H35
2023

H36
2024

H37
2025

前期・後期

推計

（人）

19.0%

19.7%

20.3%

ケース２：22.9%

18.9%

19.6%

20.2%

ケース４：22.6%

17.0%

18.0%

19.0%

20.0%

21.0%

22.0%

23.0%

24.0%

H28
2016

H29
2017

H30
2018

H31
2019

H32
2020

H33
2021

H34
2022

H35
2023

H36
2024

H37
2025

高齢化率

推計

○前期・後期高齢者の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前期 

後期 

◎ケース２：平成 26-28 年変化率 
◎ケース４：平成 24-28 年変化率 

◎ケース２：平成 26-28 年変化率 
◎ケース４：平成 24-28 年変化率 

×印 第６期で算出した値 
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（４）要介護度別認定者数の推計 

ここでは、先に算出した将来人口に、要介護認定者数比を乗じて将来の要介護度別認定

者を推計し、65 歳以上（１号被保険者）を要介護度別に設定しました。なお、認定者率、

認定者数の推計については、見える化システムを活用し算出しました。 

 

■実績 

○平成 27（2015）年～平成 29（2017）年の性別、年齢別、認定区分別人口及び認定率の

実績は以下の通りとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認定者数 認定率 
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単位：人、％

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

3,089 3,149 3,229 3,327 3,492 3,721 4,708

要支援1 206 172 131 128 116 144 122

要支援2 406 341 285 241 191 191 131

要介護1 497 519 572 587 612 634 991

要介護2 494 560 584 635 730 832 935

要介護3 474 498 534 554 583 601 866

要介護4 601 647 715 763 831 887 1,156

要介護5 411 412 408 419 429 432 507

2,979 3,049 3,114 3,196 3,339 3,544 4,518

15.6 15.3 15.0 14.8 14.9 15.4 17.6

要支援1 194 166 119 110 92 114 90

要支援2 384 324 263 214 159 154 91

要介護1 483 500 562 585 612 634 991

要介護2 474 542 564 613 706 806 908

要介護3 462 484 516 532 557 571 834

要介護4 588 632 692 732 792 840 1,105

要介護5 394 401 398 410 421 425 499

うち第1号被保険者数
と認定率（％）

総数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
■要介護度別認定者数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●要介護４、２が伸びる推計となっています。 

 

  

単位：人

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成37年度

総数 57,359 58,369 59,179 59,916 60,611 61,153 63,238

第1号被保険者数 19,053 19,934 20,810 21,595 22,384 23,032 25,656

第2号被保険者数 38,306 38,435 38,369 38,321 38,227 38,121 37,582
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（５）将来人口等のまとめ 

 

■将来人口等のまとめ 

基準人口 平成 28（2010）年 10 月１日現在 総人口：114,012 人 

              65 歳以上人口：19,934 人 

                高齢化率：17.5％ 

 

１）男女別・１歳

階級別将来人

口の推計 

人口の変化率 平成 26～28 年の変化率の平均（２区間） 

平成 32（2020）年

総人口：113,430 人 

65 歳以上人口：23,032 人 

高齢化率：20.3％ 

平成 37（2025）年

総人口：111,818 人 

65 歳以上人口：25,656 人 

高齢化率：22.9％ 

２）要介護度別要

介護認定者数

の推計 

認定者率 平成 28～29 年度の増減率 

要介護度別要介護

者認定者数 

平成 32（2020）年

要介護度認定者数 

3,544 人（第１号被保険者） 

平成 37（2025）年 4,518 人（第１号被保険者） 
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（６）介護保険給付の推計（ステップ２～４） 

 

介護給付および予防給付の対象サービスの利用者は、概ね以下のように、「施設・居

住系サービス利用者」、「居宅サービス・地域密着型サービス利用者」、「介護予防サービ

ス・地域密着型介護予防サービス利用者」に分けられる。また、これ以外に「要介護も

しくは要支援認定を受けたが、サービスを利用しない人」がいることになる。 

 

■介護給付等対象サービス利用者のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

介
護
保
険
三
施
設
サ
ー
ビ
ス
利
用
者 

 

地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設 

 
 
 
 
 
 

入
所
者
生
活
介
護
利
用
者 

 

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
利
用
者 

 

特
定
施
設
・
地
域
密
着
型
特
定
施
設
利
用
者 

居宅サービス・地域密着型サービス 

利用者 

要介護認定を受けたが、サービスを 
利用しない人 

介護予防サービス・地域密着型介護予

防サービス利用者 

要支援認定を受けたが、サービスを 
利用しない人 

要介護認定者 

 施設・居住系サービス利用者  居宅サービス、介護予防サービス利用者 
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１）施設等利用者数の検討（ステップ２） 

 

■ 施設・居住系サービス利用者数推計の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現施設サービス利用者数 

第 1 号被保険者の介護保険３施設（地域密着

型介護老人福祉施設含む）及び居住系サービ

ス設利用者数の合計の割合が、現状を維持す

るよう（3.1％）目標値を設定 

市の政策的判断（施設サービスの利用実態

(現在整備中の施設等を含む)や市民ニーズ

等）より、施設サービス等利用者数を設定 

④第７期事業計画における介護保険３施設・地域密着型介護老人福

祉施設の要介護４･５の利用者の推計（③の目標値の達成に向けて） 

②平成 32（2020）年度における施設サービス・介護専用居住系サ

ービスの施設別利用者数の設定（①の設定の範囲内） 

①平成 32（2020）年度における施設サービス・介護専用型居住系

サービス利用者数の設定 

利用者全体に対する要介護４･５の割合

を 70％以上とする目標値の設定 

③平成 32（2020）年度における介護保険３施設・地域密着型介護老

人福祉施設の要介護４･５の利用者数の設定 

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

介護療養型医療施設の転換

分を想定 
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①前提条件の整理 

施設等利用者数の推計を行う上で、浦添市の施設サービスの利用実態や国の考え方等

を踏まえ、前提条件の設定を行います。 

 
ａ．浦添市の施設サービスの利用実態 

平成 28（2016）年の本市の介護保険３施設の利用者率は 2.3％となっており、居住系

施設サービスについては 0.7％と、県や全国よりも下回っている。（浦添市の施設・居住

系サービスの合計は平成 28（2016）年で 3.0％と、県（3.8％）や全国（4.1％）よりも

低い状況にある。） 

 

□施設サービス、居住系サービスの受給率 介護保険事業状況報告より 

 

 

 

 

認定者数が増え、かつ介護度の高い（重い）高齢者が多くなる（施設ニーズも高くな

る）後期高齢者に着目すると、本市の後期高齢者割合は総人口に対し 8.3％（平成 27 年

国勢調査）となっており、今後 10 年間、国や県に比べ低い状況が予測されるが、後期高

齢者割合は増加傾向で推移する値が示されている。 

 

 

 

 

 

 

施設利用について現状をみると、当面大幅な施設増を展望すること（保険料増にも結び

付く）は難しいが、一方で、後期高齢者の増加が見込まれる推計結果を踏まえ、施設・居

住系サービスの見込み量について検討していく必要がある。 
 

ｂ．施設確保等に関する国の考え方、制度の動向 

●介護療養型医療施設（介護療養病床）については、平成 35（2023）年度末の廃止に

向け、現在の利用者数及び事業者の介護保険施設等への転換予定等を勘案した上で、

利用者数が段階的に減少するように見込む。 

●介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は、原則要介護３以上の高齢者への対応

としていく。要介護１・２は横ばいか徐々に減少させていくものとする。 

●入院医療から地域移行を進める流れの中で、医療療養病床の介護での対応をめざす

部分について、介護保険サービス（施設・居住系サービス）等での受け皿を確保し

ていくものとする。  

%

H26 H27 H28 H26 H27 H28 H26 H27 H28
介護保険３施設 3.2 3.1 3.0 2.9 2.9 2.9 2.5 2.4 2.3

居住系施設 0.8 0.8 0.8 1.2 1.2 1.2 0.6 0.7 0.7
計 4.0 3.9 3.8 4.1 4.1 4.1 3.1 3.1 3.0

受給率
沖縄県平均 全国平均 浦添市

◇総人口に占める後期高齢者割合

平成27年（実態） 平成32年（推計） 平成37年（推計）

全国 12.8% 15.1% 18.1%

沖縄県 10.1% 11.1% 12.8%

浦添市 8.3% 9.6% 11.5%

資料：平成27年は国勢調査、32年、37年は国立社会保障・人口問題研究所資料
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ｃ．本市の施設・居住系サービス確保の考え方 
  

  
○本市の施設・居住系サービスの利用状況（平成 26（2014）年～平成 28（2016）

年）は横ばいで推移している。したがって、平成 32（2020）年の施設・居住系

サービス利用率はこの間の利用率（3.1％程度）を維持させていくものとする。 

○平成 32（2020）年度の介護保険３施設利用者のうち、要介護４以上の利用者の

割合が 70％以上になるよう設定する（これまでの考え方を踏襲、第 1 号被保険者

ベース）とともに、介護老人福祉施設の利用者のうち、要介護３以上の利用者の

割合をさらに増やす。 

○介護療養型医療施設（介護療養病床）や医療療養病床については、施設・居住系

サービス等で受け止めることとする。サービス転換については、高齢者の利用ニ

ーズや医療機関などの意向のもと、進めていくこととする。 

 

 

    ＜平成 28（2016）年＞    ＜平成 32（2020）年＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

  

実績 

3.0％ 

第 1 号被保険者数 

19,934 人 

第 1 号被保険者数 

23,032 人 

居住系サービス 
施設サービス 
（介護保険３施設＋
地域密着型介護⽼⼈
福祉施設） 

医療療養病床分 

施設サービス 
（介護保険３施設） 

居住系サービス 
（認知症⾼齢者グル
ープホーム等） 

3.1％＋療養病床分
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②施設・居住系サービスの推計 

 

ａ．利用者数推計の考え方 

○平成 32（2020）年における施設・居住系サービス利用者数については、この間の利

用率（3.1％程度）を維持させ、療養病床の受け皿を加えて見込むこととする。 

平成 32（2020）年には 714 人となり、現在（平成 29（2017）年 630 人）より 84

人増となる。さらに、療養病床分の増加を想定し、平成 32（2020）年の利用者数を

728 人とする。 

 

○近年の施設等利用者数の動向については、介護保険３施設、居住系サービスともに

微増傾向で推移している。県からの報告によると、介護老人福祉施設（特養）で 54

人の待機がある。また、平成 29（2017）年９月現在、認知症対応型共同生活介護（グ

ループホーム）については４～５人、地域密着型特定施設入居者生活介護について

は１～２人が待機状況となっている。 

 施設の待機者がおよそ 50 人～60 人となっており、対応が求められる。 

 

○市内の介護保険３施設等の整備、転換に向けての動向をみると、 

・介護老人福祉施設（特養）については、平成 27（2015）年に１箇所開設しており、

現時点では、具体的な整備は考えていない。しかしながら待機状況を把握しつつ、

慎重に整備の必要性や待機者を受け止める取り組みを検討する必要がある。 

   ・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について、平成 32（2020）年度に 29

人分の整備をしていく。 

・医療施設から在宅へという流れのなか、在宅復帰を目的とした介護老人保健施設

は大きな役割を果たす施設であり、今後ますます需要が高まると考えられる。平

成 32（2020）年度には 35 人分程度の利用者数増を見込む。その内 20 床は、平成

31（2019）年度に整備していく。 

・有料老人ホームから特定施設入居者生活介護への働きかけを行う。 

 

ｂ．介護保険３施設及び居住系サービス施設の利用者数等の推計 

○介護療養型医療施設は、介護老人保健施設の整備等を促進し、平成 35（2023）年の

年度末に向けて徐々に減少させていくこととする。介護医療院について検討を進め

ていく必要がある。 

○介護老人福祉施設については、重度の受け皿として機能していくことから、要介護

４以上の割合を高く設定する。介護老人保健施設については、リハビリ等により在

宅復帰を促進していくものとして、重度化率を抑えていくこととする。 
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その結果、以下の通り設定する。 

 

■施設・居住系サービス                          単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2015年度
平成27年度

2016年度
平成28年度

2017年度
平成29年度

2018年度
平成30年度

2019年度
平成31年度

2020年度
平成32年度

2025年度
平成37年度

施設サービス 463 471 496 514 534 563 782

介護⽼⼈福祉施設
253 250 272 274 274 274 470

介護⽼⼈保健施設
193 207 211 226 246 246 257

介護療養型医療施設H37年度は介護
医療院 16 14 12 13 13 13 25

地域密着型介護⽼⼈福祉施設⼊所者
⽣活介護 1 1 1 1 1 30 30

居住系サービス 121 128 134 135 135 165 222

認知症対応型共同⽣活介護
56 61 63 63 63 63 90

地域密着型特定施設⼊居者⽣活介護
22 23 28 29 29 29 29

特定施設⼊居者⽣活介護 44 45 43 43 43 73 103

合計 585 599 630 649 669 728 1,004
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２）居宅サービス利用者数等の検討 

 

①介護給付等サービス利用者数推計の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②居宅サービス対象者数の推計 

ａ．居宅サービス利用対象者数の推計 

・居宅サービスの利用対象者数は、認定者から施設サービス利用者を差し引いたも

のである。 

 

③地域密着型サービスの利用等の設定 

○新サービスの利用者については以下の考え方で推計を行う。 

  

◆定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・本サービスは、日中・夜間を通じて訪問介護と訪問看護を一体的に、又はそれぞ

れが密接に連携しながら定期巡回訪問と随時の対応を行うサービスである。 

・ニーズを把握しながら検討を進めることとする。 

 

◆看護小規模多機能型居宅介護（当初の名称「複合型サービス」） 

・本サービスは「小規模多機能型居宅介護」と「訪問看護」のサービス内容を合わ

せたものであり、医療ニーズに対応した小規模多機能型サービスを受けることが

可能になる。 

・県内の指定事業所は平成 29（2017）年３月現在、２箇所にとどまっている。 

・ニーズを把握しながら検討を進めることとする。 

 

 

  

居宅サービス等対象者数の推計 
（平成 30(2018)～32(2020)年度・37(2025)年度） 

過去の居宅サービス（地域密着型サー

ビス）を参考にしながら、サービス利

用の考え方を検討し、サービス利用率

等を想定 

居宅サービス必要量の算出 
地域密着型サービス必要量の算出 
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２．サービス見込み量と第７期介護保険料の設定 ☆ 

 

 介護予防給付及び介護給付の利用者数の今後の見込みは以下の通りです。 

 

（１）介護予防サービス・介護サービス利用者数の見込み量・給付費の推計 

 

１）介護予防サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第７期 第６期

2015年
平成27年度

2016年
平成28年度

2017年
平成29年度

2018年
平成30年度

2019年
平成31年度

2020年
平成32年度

2025年
平成37年度

（１）介護予防サービス

給付費（千円） 29,601 16,142 19

人数（人） 123 77 0
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 4,852 3,038 4,443 4,785 4,787 5,989 8,021

回数（回） 74.8 49.6 65.5 70.3 70.3 88.4 118.8

人数（人） 14 10 12 14 14 18 24
給付費（千円） 3,964 4,116 3,645 4,724 6,390 8,850 9,647

回数（回） 118.8 129.0 113.4 146.0 197.5 274.5 300.0

人数（人） 10 10 11 14 19 27 30
給付費（千円） 63 132 189 165 165 165 165

人数（人） 1 2 2 2 2 2 2
給付費（千円） 90,465 56,645 164

人数（人） 266 173 1
給付費（千円） 32,462 28,706 29,658 33,138 31,997 34,280 38,847

人数（人） 77 74 73 80 75 80 90
給付費（千円） 246 255 0 339 340 340 340

日数（日） 3.4 3.9 0.0 4.9 4.9 4.9 4.9

人数（人） 1 1 0 2 2 2 2
給付費（千円） 55 56 98 291 291 291 291

日数（日） 0.5 0.5 1.1 3.0 3.0 3.0 3.0

人数（人） 0 0 0 2 2 2 2
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 7,947 7,329 7,808 7,464 7,788 9,240 11,607

人数（人） 133 123 130 123 129 154 194
給付費（千円） 1,113 903 762 650 1,087 1,311 3,090

人数（人） 5 4 4 3 5 6 14

介護予防住宅改修 給付費（千円） 5,445 4,518 4,635 7,109 8,711 10,312 17,069

人数（人） 5 4 4 6 7 8 13
給付費（千円） 2,116 2,609 2,702 3,859 3,861 6,756 7,721

人数（人） 3 3 3 4 4 7 8

（２）地域密着型介護予防サービス

給付費（千円） 14 0 0 0 0 0 0

回数（回） 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 2,920 2,732 2,707 2,577 1,719 859 1,719

人数（人） 4 4 3 3 2 1 2
給付費（千円） 1,991 0 0 0 0 0 0

人数（人） 1 0 0 0 0 0 0

（３）介護予防支援 給付費（千円） 23,258 18,471 8,379 10,347 10,352 10,352 11,169

人数（人） 432 339 155 190 190 190 205

給付費（千円） 206,510 145,651 65,209 75 ,448 77,488 88,745 109,686

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防認知症対応型共同生活介護

合  計

介護予防短期入所療養介護（老健）

介護予防訪問介護

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護（病院等）

介護予防福祉用具貸与

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

☆：基本指針の市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項／市町村介護保険事業計画の基本的記載事項 
○：基本指針市町村介護保険事業計画の任意記載事項



64 

２）介護サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015年
平成27年度

2016年
平成28年度

2017年
平成29年度

2018年
平成30年度

2019年
平成31年度

2020年
平成32年度

2025年
平成37年度

（１）居宅サービス

給付費（千円） 167,010 158,668 157,098 180,598 194,049 202,078 278,034

回数（回） 4,920.2 4,727.9 4,502.9 5,149.5 5,534.5 5,765.0 7,922.5

人数（人） 251 257 234 276 297 312 419
給付費（千円） 9,228 9,670 14,843 9,783 13,089 15,852 32,177

回数（回） 68 72 108 71.0 95.0 115.0 234.0

人数（人） 13 13 11 8 11 13 27
給付費（千円） 47,851 54,659 52,248 56,778 60,390 62,515 85,807

回数（回） 619.2 704.0 699.6 755.0 803.0 831.5 1,135.0

人数（人） 99 114 108 114 122 127 172
給付費（千円） 22,573 26,503 35,660 38,059 41,431 43,266 58,695

回数（回） 668.3 781.2 1,040.8 1,106.0 1,202.5 1,254.5 1,704.5

人数（人） 46 56 75 82 89 93 127
給付費（千円） 15,578 16,492 19,405 21,331 22,336 23,183 27,893

人数（人） 208 234 265 282 295 306 366
給付費（千円） 1,905,886 1,879,760 2,008,204 2,160,443 2,271,158 2,320,852 2,775,290

回数（回） 19,901 19,724 20,924 22,351.0 23,461.0 24,066.0 28,827.0

人数（人） 1,123 1,076 1,146 1,244 1,304 1,341 1,616
給付費（千円） 398,182 404,116 423,395 469,857 489,988 509,924 598,633

回数（回） 3,713.4 3,770.4 3,919.9 4,342.0 4,514.0 4,698.0 5,563.0

人数（人） 312 326 341 370 386 403 480
給付費（千円） 61,708 71,316 85,303 92,965 99,086 101,059 117,023

日数（日） 588.4 700.9 819.0 891.8 949.0 970.4 1,123.2

人数（人） 73 87 91 91 99 101 126
給付費（千円） 30,001 27,039 23,377 25,462 26,890 28,475 35,470

日数（日） 225.9 200.3 175.9 188.5 199.0 211.5 263.5

人数（人） 34 29 28 29 31 33 40
給付費（千円） 72 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 131,110 142,993 150,356 157,088 165,233 172,981 200,680

人数（人） 954 1,041 1,134 1,166 1,223 1,281 1,489
給付費（千円） 2,839 3,761 4,373 5,044 4,702 5,044 4,861

人数（人） 11 14 13 16 15 16 15
給付費（千円） 10,963 12,660 13,286 16,617 15,234 20,034 21,417

人数（人） 9 10 13 13 12 16 17
給付費（千円） 102,969 101,835 99,580 100,703 100,748 166,974 205,842

人数（人） 44 45 43 43 43 73 103

（２）地域密着型サービス

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 78,434 62,805 59,255 65,824 71,318 71,318 84,518

回数（回） 682.9 527.8 487.3 556.0 604.0 604.0 704.0

人数（人） 39 31 25 30 32 32 36
給付費（千円） 204,475 214,403 224,732 253,647 269,572 281,050 323,741

人数（人） 84 85 90 98 104 109 126
給付費（千円） 161,930 175,239 187,188 187,463 187,736 187,916 267,352

人数（人） 56 61 63 63 63 63 90
給付費（千円） 50,918 50,618 60,266 64,486 64,515 64,515 64,515

人数（人） 22 23 28 29 29 29 29
給付費（千円） 3,341 3,378 3,652 3,670 3,672 106,171 109,340

人数（人） 1 1 1 1 1 30 30
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
給付費（千円） 223,258 243,796 266,150 278,507 291,601 344,927

回数（回） 2,634.0 2,610.4 2,799.5 2,929.0 3,070.0 3,654.5

人数（人） 202 203 224 235 247 298

（３）施設サービス

給付費（千円） 752,694 720,065 813,233 823,559 823,928 823,928 1,414,587

人数（人） 253 250 272 274 274 274 470
給付費（千円） 647,993 682,481 713,427 771,852 840,019 840,019 850,364

人数（人） 193 207 211 226 246 246 257

介護医療院 給付費（千円） 0 0 0 80,934
(平成37年度は介護療養型医療施設を含む） 人数（人） 0 0 0 25

給付費（千円） 61,089 45,664 37,338 42,073 42,092 42,092

人数（人） 16 14 12 13 13 13

（４）居宅介護支援 給付費（千円） 263,892 287,554 297,744 327,119 353,280 373,699 483,404

人数（人） 1,567 1,717 1,739 1,906 2,060 2,185 2,833

給付費（千円） 5,130,735 5,374,937 5,727,757 6,140,571 6,438,973 6,754,546 8,465,504合  計

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

第７期 第６期
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合計 2018年
平成30年度

2019年
平成31年度

2020年
平成32年度

849,257,387 238,726,310 277,553,703 332,977,374 441,408,937

特定入所者介護サービス費等給付額 849,257,387 238,726,310 277,553,703 332,977,374 441,408,937

補足給付の見直しに伴う財政影響額 0 0 0 0 0

高額介護サービス費等給付額 569,245,790 169,345,007 188,989,028 210,911,755 278,091,877

高額医療合算介護サービス費等給付額 114,429,955 28,691,246 37,285,204 48,453,505 63,887,032

算定対象審査支払手数料 23,377,954 7,397,630 7,785,818 8,194,506 10,804,648

審査支払手数料一件あたり単価 82 82 82 82

審査支払手数料支払件数 285,097 90,215 94,949 99,933 131,764

審査支払手数料差引額（K） 0 0 0 0 0

地域支援事業費（B) 1,259,908,827 392,053,000 427,149,686 440,706,141 513,122,221

介護予防・日常生活支援総合事業費 702,033,378 222,691,000 233,825,550 245,516,828 313,348,600

包括的支援事業・任意事業費 557,875,449 169,362,000 193,324,136 195,189,313 199,773,621

第７期
2025年

平成37年度

特定入所者介護サービス費等給付額（資産等勘案調整後）

３）介護予防サービス・介護サービスの総給付費 

 

単位：千円 

 

 

 

 

 

４）その他給付費                              単位：円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）第７期介護保険料の設定 ○ 

単位：円 

  第６期 第７期 平成 37（2025）年度

保険料基準額（月額） 6,050 6,770 9,283  

 

  

第７期 第６期

2015年
平成27年度

2016年
平成28年度

2017年
平成29年度

2018年
平成30年度

2019年
平成31年度

2020年
平成32年度

2025年
平成37年度

総給付費　合計 5,337,245 5,520,589 5,792,966 6,216,019 6,516,461 6,843,291 8,575,190

在宅サービス 3,552,205 3,738,699 3,875,581 4,218,354 4,449,890 4,604,920 5,574,535

居住系サービス 319,923 330,301 349,735 356,511 356,860 426,161 545,430

施設サービス 1,465,117 1,451,589 1,567,650 1,641,154 1,709,711 1,812,210 2,455,225

☆：基本指針の市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項／市町村介護保険事業計画の基本的記載事項 
○：基本指針市町村介護保険事業計画の任意記載事項
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